
（1）ルールの背景

①定義

本章で定義する一方的措置とは、WTO協定

等国際ルールに基づく多角的な紛争解決手続に

よらず、自国のみの判断で、制裁措置（retal-

iatory measures）として関税引上げ等の貿易

措置を発動することをいう。

②一方的措置を巡る歴史

これまで、一方的措置として問題になってき

たものの多くは、米国の措置である。EUやカ

ナダも何らかの形でこれに類似した手続を有し

ているが、それらは米国の一方的措置への対抗

的措置として導入されたものであり、手続面に

おいては限定的であり、運用面においても、慎

重に実施されている。米国の戦後の通商政策を

見てみると、1974年の通商法の成立を分岐点

に、２つの時期に大別される。

1970年代以前は、1962年通商拡大法による大

統領への大幅な通商権限委譲により、ケネディ

政権下で大幅な関税引き下げによる貿易自由化

が推進される一方で、エスケープ・クローズ

（緊急輸入制限措置規定）の適用の厳格化等、貿

易自由化の原則を貫き、貿易自由化によって生

じた被害に対する救済措置をあくまでも例外的

なものとする試みが推進された。ただし、国務

省の主導では国内の各利益集団の利害が交渉に

反映されないとの不満により、合衆国通商代表

（USTR：United States Trade Representative）

の前身である通商交渉特別代表（STR）の新

設等、1974年通商法成立の下地となる傾向も、

徐々に芽生えつつあったといえる。

1970年代に入って、米国の貿易収支は悪化

の一途を辿り、1971年には20世紀に入って初

めての貿易赤字となった上、石油危機による追

い打ちもあり、企業や労働組合は議会に対して

貿易救済措置の発動要件の緩和を求めるなど、

保護主義的な圧力を強めていった。このような

経済情勢を背景に、エスケープ・クローズの発

動要件を緩和すると同時に、外国の不公正貿易

政策について制裁措置権限を大統領に与える

301条他の項目が盛り込まれた、1974年通商法

が成立したのである。

更に、1980年代後半には、レーガン政権下

で米国が巨額な貿易赤字を抱えたことから、ゲ

ッパート修正条項（Gephardt Amendment）

に象徴される貿易赤字相手国に対する議会の不

満が募った結果、1988年包括通商競争力法が

成立した。本法は、米国が不公正と判断する外

国政府の行為・政策・慣行に対する制裁措置の

発動について、大統領の裁量権を狭め、USTR

に権限を大幅に委譲すること、また、いわゆる
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スーパー301条を新設して、外国の不公正措置

に対して調査から制裁発動までの手続を自動化

することを規定しており、米国が一方的措置を

とりやすくした。

上述のように、米国は、1988年包括通商競

争力法によって改正された1974年通商法301

条に典型的に見られるいわゆる一方的措置を、

他国との通商交渉を進めるための威嚇手段とし

て利用してきた。すなわち、他国の貿易政策・

措置について、WTO協定等の国際的に認知さ

れた手続によることなく、自国の基準・判断に

基づいて「（WTO協定等）国際的なルール違

反である」又は「不公正な措置である」などと

一方的に判定し、これに対抗する手段として制

裁措置（retaliatory measures）をとり、また、

制裁措置の発動という威嚇を背景として他国の

政策・措置の変更を迫ってきたのである。

③一方的措置が問題である理由

このような一方的措置は、第一に、多角的貿

易体制を基本とするWTOの理念と基本的に相

容れない。紛争解決了解（DSU）第23条では、

WTO紛争解決手続に基づかない一方的な制裁

措置の発動を明示的に禁止している。多角的貿

易体制は、それを規律するWTO協定を始めと

する国際ルールを各国が遵守することによって

成り立っており、そこで生じた紛争は、一方的

措置を用いてではなく、国際ルールに基づく紛

争解決手続によって解決されるべきである。

また、第二に、一方的措置の脅迫を背景とす

る交渉により成立した二国間の合意は、その内

容が最恵国待遇の原則から逸脱したものとなる

傾向があり、この点からも、一方的措置が

WTOの目指す自由貿易体制にとって有用なも

のではないことは明らかである。

④一方的措置は正当化されない

一方的措置も場合により正当化され得ると主

張されることがある。このような論者が挙げる

理由は、（a）WTO協定等の国際規範が実体法

的にも手続法的にも不完全であるから、これら

の規範に対する反抗・不遵守（disobedience）

が正当化されるという主張と、（b）信頼性のあ

る制裁措置の存在が結果として自由貿易体制を

維持するための担保機能を果たしているので、

この措置は戦略的にも正当化されるという主張

に帰着することが多い。

しかしながら、本報告書はこのような考えに

はくみしない。「正当化される反抗（disobedience）」

の考え方については、まず（2）で詳述するよう

に、WTO協定の発効によって協定対象分野が

拡大するとともに紛争解決手続が強化された結

果、理論の根拠を失った。更に、そもそもその

ような考え方は、制裁措置の応酬による一方的

措置の悪循環を招来する危険があり、大国の恣

意を許すことになるといった問題がある。また、

「戦略的正当化」の考え方についても、紛争解

決手続の整備によって、WTOによって制御さ

れた制裁措置が現在では存在している以上、も

はやその根拠を失った。

更に、一方的措置は、当該措置を発動する国

が検事と判事の二役を演じて「一方的」な判断

によって発動されるため、当該判断において、

発動国のみの利益という観点から恣意的に解

釈、判断される可能性が高く、中立性、公平性

が確保されているという保証は全くない。

（2）法的規律の概要

WTO協定に係る紛争は、本来、最終的には

WTOの紛争解決手続に則り解決が図られるべ

きである。この範疇に入る問題に関して、

WTOの手続を経ずに、一方的な関税引上げ、

数量制限等の制裁措置が発動されるようなこと
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があれば、経緯の如何を問わず当該措置自体が

GATT第１条（最恵国待遇）、第２条（譲許税

率）、第11条（数量制限の一般的禁止）、第13

条（数量制限の無差別適用）等に違反すること

となる。また、関税引上げ等の発動を前提とし

た威嚇により現実に生じる貿易歪曲効果が、

GATT上の利益侵害となる場合もある。

なお、米国は、一方的制裁措置をとらざるを

得ない理由として、手続の遅延等GATT紛争

解決手続が効果的に働かないことを挙げていた

が、WTO協定においては、「紛争解決手続に

関する規則及び手続に関する了解（DSU）」等

によって期間制限や手続の自動性が規定され、

迅速な解決が保証された。

その結果、紛争解決手続の非効率を理由とし

て、そこから逸脱することを正当化することは

できなくなった。

WTO紛争解決手続における規律

更に、WTO紛争解決手続の下では、以下の

ような規律がなされ、WTO協定のカバーする

範囲内での一方的措置は禁止された。

①WTO紛争解決手続に準拠すべきことの明示化

WTO協定上の利益が害されたか否かの判断

は、WTOの紛争解決手続でなければ行えない

ことが明文化され、それによらない一方的措置

の禁止が明文化された（DSU 第23条）。した

がって、こうした手続に反する一方的措置の実

施は、理由の如何を問わずWTO協定違反とな

る。すなわち、（a）他国のWTO協定違反の措

置の有無及び自国のWTO協定上の利益の侵害

の有無、（b）相手国がWTO協定違反の措置を

整合化するために要する合理的期間、（c）相手

国が措置の整合化を行わない場合に発動する制

裁措置の程度のそれぞれに関し、各加盟国が一

方的に判断してはならないことが規定された

（DSU第23条）。

従来のGATTにおいても、GATT上の紛争

の解決については、GATTの紛争解決手続に

よるべきこと自体は当然の前提であったが、

WTO設立に当たりこの点が協定に明示された

ことは大きな前進である。

②協定の対象分野の拡大

WTO協定の発効に伴い、旧GATTに比べて

WTO協定のカバーする範囲は、モノの貿易の

みならずサービス、知的財産権の分野等にも拡

大され、広範な分野において一方的措置の発動

が禁止されることとなった。後述するように、

米国は、通商法301条をモノの分野のみならず

サービス分野における市場開放や知的財産権の

分野においても利用するようになっているが、

WTO体制の下では、TRIPS協定やGATS違反

等にあたる行為について、米国がWTOの紛争

解決手続を経ることなく一方的に措置を採るこ

とは正当化され得ない。

以上の①、②を踏まえ、一方的措置の発動類

型について、措置発動の原因とされた紛争内容

（発動国は、相手国によるWTO協定違反やWTO

協定上の自国利益の侵害を問題としているか、

WTO協定でカバーされていない分野での利益

侵害、例えば、人権侵害などを問題としている

か）と、発動される一方的措置の内容（WTO

協定に違反する措置か、WTO協定には違反し

ない措置、例えば、譲許税率の範囲内での関税

引上げによるか）の組合せによって場合分けし、

それぞれの場合と関連のある規律について整理

すると図表14－１のとおりとなる。図で示さ

れたように、（d）の領域以外については、DSU

第23条違反又は一方的措置自体のWTO協定

違反が問われることになる。

なお、（d）の領域のケースは、DSU第23条
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違反又は一方的措置自体のWTO協定違反を問

われないことから、一方的措置の発動国が、実

際は相手国のWTO協定に関する措置に対する

ものであるにもかかわらず（実際は（a）又は

（b）の領域のケース）、名目上「相手国のWTO

協定違反」を発動の理由とせずに一方的措置を

発動することも想定できる。このような論法を

認めれば、発動国は「相手国のWTO協定上の

問題を争っていない」と主張することにより、

常にDSU第23条違反を免れるという不合理な

事態を招来するため、係争事案がWTO協定上

の問題か否かは、紛争処理手続に関するルール

に照らして客観的に判断されるべきである。

（3）経済的視点及び意義

WTOの紛争解決手続によらない制裁措置の

発動は、関税引上げ等の措置それ自体が貿易を

歪曲するだけでなく、相手国による逆制裁を招

く可能性が高く、制裁関税の競争的な引上げと

いった事態につながるおそれが極めて高い。ま

た、一方的措置は、国内産業保護、輸出者利益

といった国内の利害関係に基づいてとられる場

合が多く、一度手続が開始されると、国内的理

由からその中止や撤回には困難が伴う場合が多

い。

このように、一方的措置は、発動国・対象国

双方の貿易を縮小させ、両国内の福利厚生に悪

影響を与えるなど、双方の経済的利益を損なう

ものであることは明らかであり、引いては世界

貿易の発展を阻害するものとなりかねない。

我々は、1930年代の報復関税の競争的な引上

げによってもたらされた貿易の大幅な縮小と世

界経済の停滞を想起すべきである。
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＜紛争の 
　内容＞ 

WTO協定に関係 
するもの 
 

DSU第23条違反／措置自体が違反 
a

措置自体が違反 
ｃ 

DSU第23条違反 
b

 
ｄ 

上記以外 

＜一方的措置の内容＞ 

WTO協定違反  WTO協定違反なし 

（i）　a及びbについては、相手国によるWTO協定違反、WTO協定上の自国利益の侵害を問題とする以上、
DSU第23条により、必ずWTOの紛争解決手続を利用する必要があり、一方的措置は、DSU第23条違反
となる。更に、aについては、措置自体の協定違反も当然問題となる。 

（ii）　cについては、当該措置自体がWTO協定違反となる。 
（iii）　dについては、DSU第23条違反や当該措置自体のWTO協定違反の問題はないが（なお、その場合でも、
措置が相手国のWTO協定上の利益を侵害するようなことがあれば、非違反申立てによって訴えられる
可能性はあり得る）、WTO協定の対象分野の拡大により、上記②に関わる紛争内容の側面でも、また措
置内容の側面でも、従来に比し、dの領域は大幅に狭まったものといえる。 

＜図表14－1＞　 



（1）日米自動車問題（DS6）

WTOの下で加盟国に対する301条手続発動

を扱う最初の事例となったものに、日米自動車

問題がある。日本の自動車補修部品市場の規制

に関して、米国政府は1994年10月１日に301

条に基づき調査を行い、1995年５月10日には

制裁措置の対象となる行為が存在するとして

「クロ決定」を行った。この決定を受けて米国

政府は日本製高級車に対する100％関税の賦課

という一方的措置を提示するに至ったため、日

本政府は直ちに米国政府に対してGATT第22

条協議を要請した。

本協議において、我が国は米国による日本製

高級車種のみを対象とした報復的な関税賦課に

ついて、最恵国待遇（GATT第１条）、関税譲

許違反（GATT第２条）及び一般的数量制限

の禁止への違反（GATT第11条）等を主張す

るとともに、本件措置がWTO加盟国による一

方的な対抗措置の発動を禁じたDSU第23条に

違反する旨主張した。DSU第23条は、WTO

協定でカバーされる紛争について、WTOにお

ける解決を図らず301条のような一方的措置で

解決しようとすることを禁じているため、本件

について米国が、当該301条に基づく「クロ決

定」はあくまで301条手続の中で「不合理かつ

差別的」と国内法上の要件を認定したのであっ

て、「WTO協定違反である」と判断した訳で

はないから両者は概念的に異なり、DSUとの

整合性は問題とならない旨主張する懸念があっ

た。しかし、上記のような論法を認めれば、一

方的措置を発動する国が明示的に「WTO協定

違反」を理由としない限り、DSU第23条違反

は生じないこととなってしまい、不合理である。

また、本件においては米国政府自身がWTO事

務局長に対日WTO申立てを予告した1995年

５月９日付け書簡の中で、「（日本の）過剰で複

雑な規制が大半の整備業務を国内部品メーカー

と密接に結びついた指定整備工場に向かわせて

いる」と述べた上、WTO・TBT協定（第２

条第２項、第５条第１項）の文言をそのまま用

いて当該規制は「不必要な障害を国際貿易に生

じさせるもの」と述べていたことから、米国が、

日本の自動車補修部品市場の規制はWTO協定

でカバーされる問題と認識していたことは明ら

かであった。いずれにしても、一方的措置の対

象となった問題がWTO協定でカバーされる紛

争に当たるか否かは、最終的に当事国ではなく

パネル等の判断に委ねられるべきであろう。

本件は最終的にはWTOにおける協議とは別

に行われた二国間協議によって決着が図られた

が、紛争がWTOに付託され、国際社会の監視

の下で協議されたことは、貿易戦争を回避しつ

つ国際ルール整合的な決着を図る上で大きな効

果があったと言えよう。特に、本件について討

議した1995年５月のWTO紛争解決機関（DSB）

会合においては、米国が一方的な関税引き上げ

を予告したことについて、延べ30か国近い加

盟国から例外なく批判が寄せられ、WTO紛争

解決手続を用いるよう一致した意見が寄せられ

た。このような多国間会合における国際世論が

本件の解決に果たした役割は大きい（日米自動

車協議の発端となった米国による日本企業への

外国製品購入要請については、本章後掲「資料

◆「外国政府が日本企業に対して直接外国製品

の購入を要請することについて」（1995年版不

公正貿易報告書　付論III）」を参照）。

343

第14章　一方的措置

第
II
部

一
方
的
措
置

第
14
章

2．主要ケース



（2）日米フィルム問題（DS44）

本件は、米国政府が、我が国に対し301条の

下での二国間交渉を求めたところ、我が国が米

国通商法301条の下での二国間交渉に応じない

という立場を堅持した結果、WTO紛争解決手

続に委ねられることとなった事例である。米国

は、WTOでは、消費者用写真フィルム及び印

画紙に関する日本政府の行為につき、GATT

第23条１項（b）の非違反申立て（措置それ自体

がWTO協定に違反するかどうかは別として、

その措置が他国の協定上の利益を無効化・侵害

しているとの主張）を中心に申立てを行ったが、

パネルは米国の主張をすべて退けた。

なお、日米フィルム問題においては、米国は、

1998年２月に日本政府のWTOパネルに対する

主張を「約束（コミットメント）」とみなし、

日本政府がこれを遵守するかを監視する旨を発

表した。これに基づいて、米国政府は同年８月

に第１回、1999年６月に第２回モニタリング

レポートを発表しているが、その後レポートの

発表はない。日本政府のパネルに対する主張は、

過去及び現在の事実関係及びその法的評価の主

張である。米国政府がこれを将来の政府措置に

ついての国際的な「約束」と性格付けることは

適切ではない。

（3）EU―バナナ問題（DS27）

EUは、EUとACP諸国（アフリカ、カリブ

海、太平洋諸国）との間に締結しているロメ協

定に基づき、バナナの関税割当制度について、

ACP諸国産のバナナを優遇する特恵措置を採

用している。WTOのパネル・上級委は、現行

のEUバナナ輸入制度が最恵国待遇等に違反す

るとの判断を下しており、EUは勧告に従って

1999年１月１日までに関係する措置を是正す

る旨を表明したが、EUの提案はいずれも申立

国（米国、エクアドル、グアテマラ、ホンデュ

ラス、メキシコ）に受け入れられず、1999年

４月から米国による制裁関税が課されていた

が、2001年４月の米・EU及びEU・エクアド

ル合意により、同年７月より米国による制裁関

税は解除された。以下にEUバナナ問題の簡単

な経緯とその問題点を紹介する（本パネル・上

級委報告の内容については第II部第１章「最恵

国待遇」、ロメ協定との関係については第II部

第15章「地域統合」を参照）。

②経緯

WTOの勧告に従い、EUは1998年７月と10

月の２回に分けて勧告の実施案を提示したが、

申立国はこれを認めず、1998年 12月にはEU

及びエクアドルの双方が新制度のWTO整合性

を巡り、紛争解決了解（DSU）第21条第５項

に基づき原パネルの設置を要請した。

一方で米国は、国内の利害関係者の議会への

強い圧力を受け、1998年 10月に、EUがバナ

ナ輸入制度をWTO整合的に改正しない場合に

は、DSU第22条に基づき、国内的には通商法

301条の手続に従って、EUに対して制裁を発

動する旨決定した。これに対し、EUは、米国

がDSU に定める制裁を発動するためには、

DSU第21条第５項のパネルによる判断が必要

であると主張し、更に1998年11月には、米国

の通商法301条関連措置がDSU第23条（一方

的制裁の禁止）に違反するとして、別途、

WTO協議要請を行った。米国は1998年12月

に通商法 301 条に基づく制裁リストを発表、

EUからのハンドバッグやカシミア製品等の品

目総額５億２千万ドル相当の輸入に対し制裁関

税を課すことを明らかにした。本件は、米・

EUの合意により仲裁に付され、1999年４月６

日、WTOは制裁額を決定するための仲裁の結

果を発表し、米国が要求していた総額５億２千

万ドルの制裁措置のうち１億9,140万ドルまで
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を承認、これを受けて米国政府は制裁リストを

確定した上で３月３日に遡って正式に制裁関税

を徴収することを発表し、４月19日のDSB会

合において米国のEUに対する制裁発動が承認

された。その後、EUは、2000年 12月に新制

度として先着順方式（first come, first served

system, EU市場に優先的にバナナを輸出する

業者に対し、関税割当内でバナナ輸入のライセ

ンスを与える制度）を発表、本関税割当制度を

2001年４月より施行し、遅くとも2006年には

関税のみの制度に移行することを提案し、2001

年４月、米とEU並びにEUとエクアドルは長

年に渡るバナナ紛争の解決に向けて合意に達し

た。同合意内容は、EUは2001年７月１日から

過渡的な措置としてライセンス制度を実施し、

2006年１月に関税のみの制度に移行するとい

うものであり、EUは予定どおり2001年７月に

ライセンス制度を実施した。これを受けて、米

国も同年７月１日より1999年以来実施してき

たEU に対する制裁措置を解除した。なお、本

件はその後もDSB会合の議題として取り上げ

られ、2001年のEUと米国及びエクアドル合意

の有効期限である2005年末迄の関税一本化の

実施に向けて議論が行われてきた。2005年に

入り、EUは、バナナの輸入を「従量税230ユ

ーロ／mt＋関税割当なし」とすることを提案。

これに対し関係国は、新提案は第三国産バナナ

の輸入を制限する可能性があるとしてEUと交

渉を行ったが、調整はつかず、同年３月及び４

月、中南米の９か国（コロンビア、コスタリカ、

エクアドル、グアテマラ、ホンジュラス、パナ

マ、ベネズエラ、ニカラグア、ブラジル）が

DSUに基づく仲裁手続の開始を申請した。同

年８月、仲裁パネルは、従量税額の算出方法の

不適切性及びACP諸国への適切な対処の欠如

を理由に同案を棄却。これを受けてEUは、同

年11月末、「従量税176ユーロ／mt＋77万5

千 ton無関税枠（ACP諸国）の導入（2006年

１月）」を発表したが、中南米３か国（ホンジ

ュラス、ニカラグア、パナマ）は、同提案はパ

ネル上級委による勧告やその後の仲裁判断等に

反するとして、11月30日、DSU第21条第５項

に基づく履行確認のための二国間協議要請を行

った。その後2006年に入り、エクアドルが改

めて履行確認のための協議を要請。現在も協議

が継続している。

②本ケースのWTO協定上の問題点

（a）紛争解決了解（DSU）第21条第５項と第

22条の関係

紛争解決了解（DSU）第22条は、DSBの勧

告が実施されない場合に、関係当事国がDSB

（紛争解決機関）の承認を得て、制裁措置（代

償及び譲許の停止）を採ることができる旨規定

している。DSB における承認にはネガティ

ブ・コンセンサス方式がとられるため（注：第

II部第16章WTOの紛争解決手続「1．WTO

紛争解決手続の概要」参照）、関係国が異議を

述べて仲裁に付されない限り、事実上自動的に

制裁措置の発動が決定されることになる。

本件でEUは、第22条の制裁措置を発動す

るには、第21条第５項に基づき原パネルが勧

告実施案のWTO協定整合性をクロと判断する

ことを前提条件とすべきことを主張し、一般理

事会に対して公定解釈を求めた。現行DSUに

は、第21条第５項と第22条の関係を示す規定

はないが、一方の当事者が勧告実施のために採

る措置を、他方の当事者が勧告実施にあたらな

いと一方的に判断して制裁措置をとることは、

DSU上認められないと考えられ、このような

場合、まずDSU第21条第５項に基づき当該紛

争を扱ったパネルに付託すべきとの考え方が有

力である。本件については、DSU見直しの議

論の中で検討された結果、我が国がイニシアチ
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ブをとって取りまとめたDSU改正提案（2001

年11月に一般理事会に提出）に、第21条の２

の条文の新設として盛り込まれている。その後、

ドーハ閣僚会議以降のDSU見直しの議論にお

いて、EU、日本等からこの点についての改正

案が提出されている。

一方、DSU第21条第５項によるパネルの判

断を第22条の制裁措置の発動のための要件と

して厳格に位置づけると、敗訴国が勧告実施案

の改善が不十分な場合、再度原パネルへの付託

を繰り返すことになり、第21条第５項の手続

が永遠に繰り返されるという手続上の問題は残

る。

（b）米国のEU製品に対する輸入措置パネル

米国のEUに対する制裁関税賦課につき、

DSB による制裁承認は1999年４月19日であっ

たにもかかわらず、米国は当初の制裁承認予定

日であった３月３日より預託金の上乗せを実施

し、事実上３月３日に遡る制裁を行った。EU

は、本措置はDSU23条ほかに違反するとして

1999年５月にパネル設置を要求、2000年７月

にEU の主張をほぼ認めるパネル報告書が配布

されたが、EUは本パネルの判断に不服な点が

あるとして、2000年９月に上級委員会に申立

てを行った。2000年12月に上級委員会報告書

が配布されたが、ここでは、３月３日の措置と

４月19日の措置は別個のものであり、３月３

日の措置は今や存在しないので、米国が是正す

べき事柄はないとして、その点についてはパネ

ルの判断を覆した。但し、DSBの承認を得る

ことなしに実施された米国の一方的措置である

３月３日の措置はDSU第３条第７項等に違反

するとしたパネルの判断自体は、上級委員会も

支持している。また、DSU第21条及び第22条

手続の先後関係については踏み込んだ判断を行

わなかったが、第22条６項による仲裁人が勧

告実施のWTO整合性につき判断を行う（第21

条第５項の役割）ことができるとしたパネルの

判断は誤りとしており、これらの上級委員会の

判断については日本としても評価できる。

※EUバナナ問題と同様に、WTO紛争処理手

続上の履行の確保と米国通商法301条におけ

る一方的な制裁措置について問題となったケ

ースとして、EUホルモン牛肉問題が挙げら

れる。同ケースの内容については、第II部第

10章「基準・認証制度」を参照。
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コラム EUの類似措置

貿易障害規則（TBR）

EUでは、米国の301条手続に類似するものと

して、貿易障害規則（TBR：Trade Barriers

Regulation）が存在する。この措置は、「国際貿

易ルール、中でもWTO体制下で確立されたルー

ルに基づく共同体の権利の行使を保証するための

共通通商政策の分野における共同体の手続を定め

る理事会規則」（No.3286/94）によって1994年12

月に導入されたものである。

そもそも、EUは、共通通商政策の範囲内の措

置であればローマ条約（1999年アムステルダム

条約によって最終改正）133条（旧113条）によ

り貿易上の制裁措置を採ることができると考えら

れるが、これに関して欧州理事会は1984年９月

「違法な通商慣行に対する制裁措置について共通

通商政策を強化することに関する理事会規則」

（No.2641/84）を採択し、制裁措置を採るための

手続的枠組みとして創設したのが新通商政策手段

（NCPI：New Commercial Policy Instrument）

であった。TBRは、WTO協定実施の一環として、
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旧制度であるNCPI を大幅に改組したものであ

る。

TBRは、外国市場開放の促進を意図している

点で米国通商法301条と共通するものの、WTO

協定をはじめとする国際通商ルールに基づき申立

てを行うことができるような相手国の貿易政策・

措置を対象としており、また調査開始から措置決

定までの期間が特定されない点、更に上記のよう

に国際的な紛争解決手続の結果に拘束されるな

ど、よりWTO整合的となっており、DSUで禁

止されている「一方的措置」に直接該当するとは

言い難く、「ルール志向」という本報告書の精神

にも合致する点は、むしろ積極的に評価すべきで

あるとも言える。

本制度の概要は以下のとおりである。

①内容

TBRは、域外国の不公正貿易慣行から欧州企

業を保護するという従来からの目的に加え、欧州

企業の域外国市場での活動を支援することも目的

としている。

本制度に基づき、①共同体産業（a community

industry）、②個別企業、③EU加盟国は、「貿易

に対する障壁（obstacles to trade）」について、

共同体の利益又は個別企業の利益に基づいて、欧

州委員会に調査の申立てを行うことができる。

（注）旧制度（NCPI）からの主な変更点は以下のと

おり。

（a）申立ての対象となる域外国の措置は、NCPI で

は「違法な商業慣行（illicit commercial practices）」

とされていたが、TBRは「貿易に対する障害

（obstacles to trade）」の概念を導入、「域外国が

採用・維持している貿易慣行で、通商ルールがそ

れについて訴権を設定しているもの」と定義した。

これによって国際貿易ルールとの関連が明確にな

り、「非違反」案件も対象とされることとなった。

（b）WTO協定の成立で、サービスや知的財産権の

分野にも通商上の原則が確立したことにより、サ

ービスや知的財産権の一部も申立ての対象に含ま

れるようになった。

（c）域内個別企業が個別企業の利益に基づいて申立

を行うことを認めたことにより、EU からの輸出

に対する制限的措置について、個別企業が手続の

利用主体となることがより容易になった。

申立てを受けた欧州委員会は、通常45日以内

に調査開始を決定し、5か月（複雑な案件は7か

月）の期間内で損害の調査を行う。調査の結果ク

ロと判断された場合には、欧州委員会は当該措置

を国際的な紛争解決手続（主にWTO紛争解決を

想定）に付託する。国際的な紛争解決手続におい

て当該措置に違法の判断が下され、被申立国に措

置の改善が見られない場合、欧州理事会は、欧州

委員会の提案に基づいて30日以内に制裁措置を

採ることを決定する。

なお、一連の手続の中の欧州委員会及び欧州理

事会の行動（手続開始の拒否を含む）の是非につ

いては、申立者及び関連団体は、EUの司法審査

制度の下で争うことができる。

本制度でEUがとり得る制裁措置とは、関税の

引上げ、数量制限の導入のほか、当該域外国との

貿易に影響を与えるあらゆる措置を指す。TBR

では、制裁措置の決定以前に、国際的な取決めに

よる紛争解決手続を尽くすことが義務づけられて

いるときはその手続を尽くし、かつその結果を尊

重することとされている。更に、WTO紛争解決

手続の強化を受けて、国際紛争解決機関に対して

制裁措置の許可を申請した場合には、許可された

内容に沿った措置を採ることが特記されている。
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②発動事例

近年、TBRで取り上げられた案件は以下のと

おり（○印は、WTO紛争解決手続に進んだもの）。

国　 名 案　件 

アルゼンチン 
 
 

ブラジル 
 
 
 
 

カナダ 
 
 
チリ 
 

コロンビア 
 

インド 
 
日本 
 
韓国 
 
 
 
タイ 
 

トルコ 
 
米国 
 
 
 
 
 

ウルグアイ 
 
 

1997年2月 
1999年11月 
 
1997年4月 
1998年11月 
1999年4月 
2004年1月 
 
1999年6月 
2002年5月 
 
1998年7月 
 
2000年8月 
 
2005年9月 
 
1997年4月 
 
1998年5月 
1999年7月 
2000年12月 
 
1991年7月 
 
2003年12月 
 
1996年11月 
1997年2月 
1997年6月 
2001年8月 
2003年3月 
 
2004年9月 

○ 
○ 
 
 
 
 
○ 
 
 
 
 
○ 
 
 
 
○ 
 
○ 
 
 
 
○ 
 
 
 
 
 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
 

皮革の輸出並びに皮革製品の輸入 
繊維製品並びに衣料品の輸入に関する施策 
 
コニャックの原産地呼称 
ソルトビール等の化学製品の輸入 
航空機の輸出補助金 
再生タイヤの輸入に関する措置 
 
“Prosciutto di parma”の地理的表示 
ワインの地理的表示（「ボルドー」、「メドック」） 
 
チリの港でのメカジキ積み替えの禁止 
 
輸入車に対する差別的な付加価値税制度 
 
ワイン・蒸留酒の輸入に関する措置 
 
皮革製品の輸入（関税割当制度、補助金） 
 
化粧品の輸入 
製薬品の価格並びに払い戻し 
造船業界への補助金 
 
海賊行為に対する著作権保護法 
 
製薬品の輸入に関する措置 
 
繊維製品の原産地規則 
1916年アンチ・ダンピング法 
著作権法（音楽作品） 
調合マスタードの輸入 
油糧種子生産への補助金 
 
スコッチウィスキーに関する酒税制度 

調査開始 
時期 

WTO紛争 
解決手続 



ここで取り上げる「競争法の過度の域外適用」

の問題は、直接的にはWTO協定との整合性に

係るものではないが、国際法上の許容性の観点

から問題となるために検討するものである。特

に、「輸出者利益」に基づき相手国の国内市場

の在り方に対して、反トラスト法の域外適用を

行おうとする米国の政策は、国際法上許容され

る範囲を超えるものである。あわせて、自国外

の事業者に自国の競争法を実際上執行できるか

（「執行管轄権」）という手続上の点についても

最近問題となってきているために、この点から

も検討を行う。

（1）国家法の域外適用（立法管轄権の行

使）と効果理論

通常、一国の法律は、その国の領土内におい

てのみ適用され、その効力は外国に及ばないと

いうのが原則である。このような「属地主義」

の考え方は各国競争法（反トラスト法、独占禁

止法等）にもあてはまる。

しかし、経済活動のグローバリゼーションの

進展により、外国で行われた行為が自国市場に

重大な影響を及ぼす場合が増加してきたことを

受けて、厳格に「属地主義」を適用するだけで

は、競争法による効果的な規制が必ずしも実現

できないとされるようになった。

従来から、外国で行われた行為であっても自

国の市場に競争制限的効果が及ぶ場合（例えば、

自国が輸入している製品について輸出国側の企

業が価格カルテルを行っている場合）に、当該

行為に対して自国の競争法を適用することが一

定程度行われてきている。

特にこの数年、カルテル行為が国際的に禁止

すべき行為である点について先進国間で一致が

見られていること（「ハードコアカルテルに対

する効果的な措置に関するOECD理事会勧告

（1998年）」等）もあり、国際カルテルに対し

て被害を受けた国が自国の競争法を適用するこ

とは、米国、欧州を中心に幅広く行われるよう

になってきており、競争法の域外適用も国際カ

ルテル抑止の流れの中で考える必要がある。

米国をはじめEU諸国を含めた少なからぬ国

（とりわけOECD諸国）は、「属地主義」を拡

張した「効果理論」（注１）の考え方を採用してお

り、またこのような「効果理論」の考え方自体

は、1970年代に国際法協会及び万国国際法学会

といった学術団体によっても承認されている。

国際的な学術団体が承認していることをもっ

て、直ちに「効果理論」の考え方が国際法上許

容されると断言することはできないが、国際法

の形成に重要な役割を果たしているこれらの学
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術団体による承認は、現在の国際的な理解の在

り方を傍証するものとして捉えることができる。

（注１）「効果理論」

○国際法協会「制限的取引立法委員会」

ニューヨーク総会（1972年）において、「効果理

論」を国際法の原理として承認。

「効果理論…国家は、以下の要件が充足される場

合には、領域外において行われ、かつ、領域内に

効果を生じる行為を規制する法規範を定立する管

轄権を有する。

・当該行為とその効果が、当該法規範の適用対象

となる活動の構成要件であること

・領域内における効果が実質的であること、及び、

・その効果が、領域外の行為の直接の、かつ、主

として意図された結果として生ずること。」

○万国国際法学会

オスロー総会（1977年）において、多国籍企業

の競争制限的行為を規制する管轄権を、効果理論

（意図された、少なくとも予見可能な、実質的な、

直接的かつ即時的な効果を領域内に及ぼす領域外

の行為に対する適用）によって基礎づけることと

した。

我が国においても、公正取引委員会の独占禁

止法渉外問題研究会報告書（1990年）が、「効

果理論」に基づく競争法の域外適用については、

「外国企業が日本国内に物品を輸出するなどの

活動を行っており、その活動が我が国独占禁止

法違反を構成するに足る行為に該当すれば、独

占禁止法に違反して、規制の対象となると考え

られる。」として「効果理論」を認めたが、上

述の観点からは、妥当なものといえる。

また、外務省の委託研究報告書（「競争法の

域外適用に関する調査研究」2001年3月）にお

いても、「国家は、ある事項が自国と密接、実

質的、直接かつ重要な関連があるため、かかる

事項を対象とすることが国際法及びその他の

様々な側面（諸国家の慣行、不干渉及び相互主

義の原則並びに相互依存の要請も含む）に合致

する場合には立法管轄権を有する」という「密

接関連性」を域外適用の可否を判断する際の基

本の１つとすることが適当と考えられるとの見

解が述べられている。

こうした状況の中、厳密な意味での域外適用

の事案にあたるかどうかはともかく、実務上も、

ノーディオン事件（1998年）において、日本

企業に排他的契約を強制したカナダの事業者に

対して独占禁止法３条違反で勧告をした事例

や、不公正な取引方法に違反するおそれがある

として、日本国内のマイクロソフト社と同時に

米国マイクロソフト社に対して警告を行った事

例（1998年）等も生じてきており、独占禁止

法は渉外的な要素を持つ事案に適用されるよう

になってきた。

また、これまでは、在外に居住する者に対す

る独占禁止法上の書類の送達については、民事

訴訟法の送達規定のうち、在外者に対する書類

の送達に関する規定を準用していなかったた

め、外国に所在する事業者等に対して、独占禁

止法上の書類を送達することはできないとされ

ていたが、2002年の独占禁止法改正により、

在外者に対する書類の送達手続の整備がなされ

ている（注２）。

（注２）従来の我が国の実務においては、例えば、

前述のノーディオン事件では、ノーディオ

ン社の日本における代理人弁護士に文書を

送達するということで対処されてきた。

2002年の独占禁止法改正により、在外者に

対する書類送達については、民事訴訟法の

外国における送達規定等を新たに準用する

とともに、一定の場合には公示送達するこ

とができることとされ、執行管轄権上の問

題を生じさせない形で手続を進めることが

可能となった。
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（2）効果理論に基づく競争法の域外適用

の限界、米国の競争法（反トラスト

法）の「過度の」域外適用

各国の競争法は、本来その国の市場における

公正かつ自由な競争の確保、更にはその国の消

費者利益の確保を保護法益としているため、競

争法の域外適用は、上述した「効果理論」の考

え方に拠って、国外で行われた行為が、国内市

場の競争に直接かつ実質的な効果をもたらす場

合等に限り、行うことが可能であると考えられ

る。

しかし、国外で行われた行為が、国内市場の

競争に直接的かつ実質的な効果をもたらさない

場合（例えば、輸入国側で行われている輸入カ

ルテルによって、輸出国側の「輸出者の利益」

が害されている場合）にも、競争法の域外適用

を行うことは、国際的に許容される範囲を超え

るものであることに留意すべきである。このよ

うな場合では、輸出国側の「輸出者の利益」を

云々する以前に、当該行為によって、輸入国側

の国内市場の競争が損なわれていると考えられ

るので、当該輸入国の競争法の問題と考えるこ

とが適当である。

しかし、米国は、1992年以降、自国の輸出

を制限する領域外での行為について、「効果理

論」の解釈を拡大し、領域内市場に実質的効果

を及ぼすかどうかにかかわらず、「領域内の輸

出者に悪影響を与えている」として、競争法

（反トラスト法）の適用を行う方針を発表、維

持している。

それまで、米国の反トラスト法の域外適用に

関しては、判例を通じ、域外適用に合理性

（reasonableness）がある場合に限り実施でき

るという、合理性基準と呼ばれる基準が形成さ

れていた。また、1982年に米国議会がFTAIA

（外国取引反トラスト改善法）（Foreign Trade

Antitrust Improvements Act）という域外適

用（立法管轄権）に関する法律を制定したが、

1988年に米国司法省が公表した「国際事業活

動に関する反トラスト施行ガイドライン」にお

いては、同省は米国の消費者の利益を害する国

外の反競争的行為に対してのみ懸念を有するも

のであり、米国の輸出者の利益を害する国外の

反競争的行為であっても、米国の消費者に直接

影響を与えないかぎり、反トラスト法の執行を

行わない方針が示された。ところが、1992年

４月に、司法省は、米国の消費者に直接影響を

与えるか否かにかかわらず、米国の輸出者の利

益を害する輸出先企業の行為に対しても、反ト

ラスト法を域外適用していくとの施行方針を発

表した。そこでは、米国からの輸出に対して直

接的、実質的かつ合理的に予見可能な効果を有

する反競争的行為が対象とされ、具体的には、

輸入に係るグループ・ボイコット、価格カルテ

ル及びその他の排他的行為が挙げられている。

実際に、1994年５月には、司法省が、1992

年の政策変更後初めて、米国輸出者の利益を害

しているとして、英国企業ピルキントン社を反

トラスト法違反で提訴した。この事件で司法省

は、ピルキントン社と米国企業の特許ライセン

ス契約が既に失効しているにもかかわらず、そ

の付随条項である地域制限や輸出制限、更にサ

ブライセンシングの禁止等の条項が有効となっ

ていることは、不当な取引制限に当たる、と主

張した。すなわち、これらの制限条項は、米国

の会社によるガラスの輸出若しくは米国外での

ガラスの生産を制限することとなると判断した

のである。結局、本事件については、同社と司

法省の間で和解判決に合意され、ピルキントン

社は米国の会社の輸出や生産を制限することと

なるいかなるライセンス契約に基づく権利も主

張してはならないとされた。

更に、司法省及び連邦取引委員会は、1995

年４月に新しい「国際事業活動に関する反トラ
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スト施行ガイドライン」を公表した。そこでは

上記1992年方針の内容を踏襲し、米国の輸出

者の利益を害する行為に対しても、司法省及び

連邦取引委員会の管轄権を肯定し、反トラスト

法を域外適用していく方針が示されている。

こうした自国の輸出を実質的に制限する国外

での行為に対して、自国の輸出者に効果を与え

ているとして、自国の競争法を域外適用してい

く米国の方針は、国際的にコンセンサスのある

「効果理論」の考え方の枠を超え、他の国には

全く例がないものである。

1997年11月に司法省が新設した「国際競争

政策諮問委員会（ICPAC）」において、競争法

の域外適用の問題を含めた審議が行われ、その

最終報告書が2000年２月に司法省長官及び反

トラスト局長へ提出された。同報告書の中にお

いて、米国の輸出者の利益が害されている市場

アクセス問題に対し、積極的礼譲（２．（1）参

照）を活用することが重要であるが、一方で、

域外適用による解決策も維持すべきと述べられ

ている。

（3）「執行管轄権」の限界による実質的

な域外適用の制約

上記にあるように、「効果理論」に基づく競

争法の域外適用に関する国際的なコンセンサス

は出来つつあるものの、競争当局者が競争法を

外国に所在する事業者（外国事業者）に対して

直接的に執行することが国際的に許容されてい

るわけでない点に留意すべきである。これは、

国家管轄権の中に、「法の定立（とその適用）」

の側面を有する「立法管轄権」と「国境を越え

た公権力の行使」の側面を有する「執行管轄権」

とは別であり、上記で述べてきた効果理論の考

え方はこのうち立法管轄権の根拠であって、外

国事業者に対して執行管轄権を行使できるか否

かは別の問題である。外国に所在する企業に対

して直接に執行管轄権を行使することは、競争

法を域外適用する場合だけに限られず、領域内

の行為に適用する場合にも想定される。

領域外での執行については、「他国の領域内

において、その国の政府の同意を得ずに公権力

の行使にあたる行為を行ってはならない。」と

いう一般国際法上の基本原則が、国際的に承認

されている（注３）。A国がB国内の企業を対象と

してA国の法律を適用する際に、当該企業に

対する排除措置、罰金徴収等の強制措置をB国

政府の同意を得ずにB国内で実施することはも

とより国際法違反であるし、そのような強制措

置に関する手続の一環としてB国内の当該企業

に対してのコンタクトを行うことも、上記基本

原則に違反する「公権力の行使」に当たるおそ

れがある。特に最近、競争法の執行にあたり、

外国事業者に電話により国境を越えて直接事情

聴取する等の事例が生じており、執行管轄権に

ついての問題が浮上してきている。

こうした問題を避けるために、外国事業者に

対して調査を行う場合、後述する協力協定の活

用により当該事業者が存する国の競争当局への

協力を仰ぐほか、自国内に存在する子会社や支

店、代理人等を名宛人とする等の方法がとられ

ることがある（注２参照）が、子会社及び支店につ

いては、そもそも対象となる外国事業者を代理

する権限があるのかどうか疑問がある。

（注３）上記に関する著名な先例である常設国際

司法裁判所「Lotus号事件」判決（1927年）

は、“the first and foremost restriction

imposed by interna-tional law upon a State

is that, failing the existence of a permissible

rule to the contrary, it may not exercise its

power in any form in the territory of another

State,..”と述べている。また、本分野の代表

的な学術書であるOppenheim.s International

Law（Robert Jennings及びArthur Watts
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著9th ed.1992）は、“a Stateis not allowed...

to exercise an act of administration or

jurisdiction on foreign territory, without

permission.”と述べている。

（4）問題点に対する対応

米国の反トラスト法の域外適用の方針は、前

述のように、「効果理論」の考え方に基づく競

争法の域外適用に関する国際的なコンセンサス

の範囲を超えるおそれの高いものであり、その

範囲を超えた場合には、競争法の「過度の」域

外適用に当たるというべきものである。

競争法の過度の域外適用は、問題の解決につ

ながるよりむしろ相手国との間により深刻な紛

争を惹起する可能性が高い。

我が国としては、1992年４月の米国司法省の

方針変更（米国の輸出を制限する海外の行為を

も反トラスト法の規制対象とする）の際、「国

際法上許容されない米国内法の域外適用にあた

るとの立場」から遺憾の意を表明するとともに、

運用面における慎重な対応を要請している。

また、その後に発生した感熱紙カルテル事件（注４）

において「法廷の友（Amicus Curiae）」（裁判

所に係属する事件について裁判所に情報又は意

見を提出する第三者）として1996年11月（控

訴審）及び1997年７月（上告審）に提出した

意見書においても、米国領域外において外国人

が行った行為について米国の反トラスト法の刑

事罰規定を域外適用するという司法省の主張は

国際法上許容されないとする日本政府としての

立場を表明している。

更に、2000年に発生したビタミン剤カルテ

ル訴訟（注５）においても、「法廷の友」として

2004年２月３日（米国連邦最高裁）に提出し

た意見書で、外国取引反トラスト改善法

（FTAIA：シャーマン法の域外適用）は、米

国外の市場における外国会社からの商品の米国

外の購入者に対して、反トラスト法に基づく損

害賠償請求のために米国裁判所に訴訟を提起す

ることができると解釈されるべきではないとす

る日本政府としての立場を表明している。なお、

日本政府の他、米、加、英、独、蘭、ベルギー

の各政府も、同様に連邦控訴裁判所の判断に反

対する旨の意見書を提出している。同じく、

2003年にベネズエラ、フィリピン、台湾、ド

イツの米国外企業4社が、化学調味料に関する

国際カルテルによって損害を受けたとして、反

トラスト法に基づき日本企業を含む化学調味料

メーカー10社を提訴した案件（注６）においても、

日本政府は連邦控訴裁判所へ意見書を提出し、

ビタミン剤カルテル訴訟と同様の主張を行った。

今後も、競争法の「過度の」域外適用を行お

うとする相手国に対しては、一方的に自国法を

域外適用することを慎むよう積極的かつ継続的

に主張していくとともに、競争法違反行為の防

止・排除のために、多国間協力又は二国間協力

を進めていくことが重要である。なお、英国、

豪州等においては、主として米国の反トラスト

法の域外適用を念頭に置いて、域外適用国の判

決の承認・執行を拒否することを内容とする対

抗立法が制定されている（対抗立法には、外国

政府又は裁判所からの文書提出命令等に従うこ

とを禁じ得ること等も含まれている）。

（注４）感熱紙カルテル事件

米国競争法の刑事規定の域外適用につい

て争われた初の事例。対米輸出をしていた

FAX用感熱紙の値上げを1990年頃行った我

が国製紙メーカーのうち１社が、日本国内

においてカルテル行為に加担していたとし

て、1995年12月に米国司法省によって起訴

された。1996年９月マサチューセッツ連邦

地裁は、刑事事件においては効果理論に基

づく域外適用を行うことには疑問があると

して原告（司法省）の申立てを却下した。

しかし、1997年３月控訴裁判所は、民事事
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件と刑事事件で別異に解する理由はないと

して地裁判決を覆し、更に1998年１月連邦

最高裁も上訴を認めず却下した。これによ

って、刑事法的にも米国が反トラスト法の

域外適用を行うことが確認された。

（注５）ビタミン剤カルテル訴訟

日本企業６社や米独企業等を含むビタミ

ン剤の製造業者等46社の国際カルテルによ

り損害を被ったとして、2000年11月に米国

反トラスト法に基づき、米国外のビタミン剤

購入事業者12社（エクアドル、パナマ、メキ

シコ、ベルギー、英国、インドネシア、豪

州及びウクライナ等）が米国内外の購買者

を代表して集団訴訟を提起した。

訴訟の内容は、被告が共謀して、米国を

含む世界的規模での市場の割当価格協定

（国際カルテル）によって生じた被害につい

て三倍賠償を求めるというものである。

当初、米国連邦地方裁判所は、事物管轄

権（当該事件をその裁判所で取り扱うこと

が認められていること）がないとして原告

側の訴えを却下したが、2003年１月に控訴

審の連邦高等裁判所は、外国取引反トラス

ト改善法の解釈により、地裁判決を破棄し

て、米国連邦裁判所の事物管轄権を認めた。

その後、被告側は連邦最高裁判所に上告

し、その申立てが2003年12月に受理される

こととなった。2004年６月の連邦最高裁判

所の判決は、専ら米国外の被害に関するも

のであることに注意を要するが、被告の共

謀によるカルテルにより米国外において生

じた右被害が、同じカルテルにより米国内

で生じた被害とは独立したものであること

を前提として、係る状況においては、米国

外において生じた右被害について、米国反

トラスト法（シャーマン法）は適用されな

いと判示した上で、原告が主張するところ

の「米国外におけるカルテルがもたらす効

果と米国内における効果が関連している」

との主張については、控訴審で審理・判断

がなされていないとの理由で判断はせずに、

連邦高等裁判所に差し戻した。2005年６月、

連邦高等裁判所は、差し戻された原告主張

につき、カルテルにより米国外において生

じた被害と米国内で生じた被害とは独立し

たものであり、事物管轄権は認められない

との判断を示した。2005年10月、原告は連

邦高等裁判所に対して上告受理申立を行っ

たが、2006年１月、連邦最高裁判所は連邦

高等裁判所の判決を妥当とし、原告の上告

受理申立を却下し、本訴訟に関して、米国

連邦裁判所の事物管轄権は認められないと

する連邦高等裁判所の判決が確定した。

なお、2004年６月の連邦最高裁判所の判

決では、ドイツ、カナダ、日本が提出した

意見書を引用し、米国反トラスト法による

三倍賠償を外国における行為に適用するこ

とに対しては、外国政府から主権の侵害と

の懸念が伝えられている旨言及している。

（注６）化学調味料カルテル訴訟

本件においても上記ビタミン剤訴訟と同

様に米国国内裁判所の事物管轄権が問題と

なった。2005年５月、一審のミネソタ連邦

地裁は連邦裁判所の事物管轄権を認める判

断を行ったものの、同年10月に同地裁は当

初の判断を覆し（同年６月にビタミン剤訴

訟差し戻し審において管轄が否定されてい

た）、管轄権を否定したため、原告は第８連

邦控訴裁判所に控訴していた。2006年２月、

控訴裁判所は、カルテルにより米国外にお

いて生じた被害と米国内で生じた被害との

間に直接的な関連性は認められない、とし

て事物管轄に関する原告の主張を退けた。
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（1）「国際礼譲」と域外適用

競争法等の国内法を域外適用することによっ

て生じる管轄権の抵触をめぐる国際紛争を防止

するため、従来から「国際礼譲」が考慮されて

いる。国家法の域外適用の局面で「国際礼譲」

を考慮するというのは、相手国で行われた行為

に対して、自国法を域外適用するための管轄権

があるにもかかわらず、国際関係上の配慮に基

づき相手国に一定の敬意を払って、自国の管轄

権の行使を抑制するという（特に英米において

伝統的な）考え方である。

ただし、国際礼譲の原則自体は、個別の条約、

又はは条約上の共助枠組みにおいてそれが採用

されれば別であるが、積極的礼譲も消極的礼譲

も国際法上の義務ではなく各国の政策問題であ

り、二国間で特に合意されていない限り、国際

礼譲を払わないことがあっても、道義上や政治

上の非難を受けることはあっても法的な責任は

生じない。

（2）米国における国際礼譲の取り扱い

米国では、1970年代においては、ティムバ

レン連邦控訴裁判決（注７）に代表されるとおり、

一律に「効果」の発生を根拠にして域外適用を

肯定する効果主義が疑問視され、管轄権を実際

に行使するにあたっては、「国際礼譲」を十分

に考慮すべきとの考え方が広まった。

しかしながら、1993年のハートフォード火

災保険最高裁判決（注８）は、原則として効果主

義に従って反トラスト法の域外適用の可否が判

断されることを確認し、①外国の法律が米国法

の禁止する方法で行動することを強制している

場合、②米国法を遵守することが外国の法律に

よって発動される命令に違反する場合に限っ

て、国際礼譲により管轄権の行使が抑制される

とした。

更に、1995年４月に司法省及び連邦取引委

員会が公表した「国際事業活動に関する反トラ

スト法施行ガイドライン」において、反トラス

ト法の域外適用にあたって「国際礼譲」を考慮

すること、反トラスト法執行の必要性と外交政

策上の配慮との比較衡量によって、反トラスト

法を域外適用するか否かを判定すべき旨が明記

されたものの、そこでは「国際礼譲」の範囲を

狭く限定する解釈を採用したハートフォード火

災保険最高裁判決が引用されている。

2004年のビタミン剤カルテル訴訟における

連邦最高裁判決においては、外国で生じた損害

について反トラスト法を適用することは外国の

競争法の執行権限を実質上侵害するものである

との日本政府を含む関係国政府の懸念を踏ま

え、同法の域外適用は否定されたものの、米国

内で生じた損害については同判決の射程外であ

り、かつ、上記ガイドラインにハートフォード

火災保険最高裁判決が引用されていることに鑑

みれば、「国際礼譲」に対する考慮が反トラス

ト法の域外適用を有効に抑止しえないことが依

然として懸念される。

（注７）ティムバレン連邦控訴裁判決

1976年、米連邦控訴裁は、管轄権の行使

の可否を決定するにあたり、国際礼譲を考

慮の上、「管轄権上の合理性の原則」に基づ

いて、反トラスト法の域外適用に対して一

定の抑制的立場を採るべきである、と判示

した。具体的には、①外国法又は政策との

抵触の程度、②当事者の国籍及び所在地若

しくは主要な事業地、③強制執行命令の執

行可能性、④他国と比較した場合の米国へ

355

第14章　一方的措置

第
　
II

部

一
方
的
措
置

第
14
章

2．国際協調を通じた「域外適用」の謙抑への期待



の影響の相対的な重要性、⑤米国通商を阻

害し、又は影響を与える意図の明確性の程

度、⑥その予見性、⑦米国内で行われた違

反行為と、米国外で行われた違反行為の重

要性の程度、を考慮すべきとした。

（注８）ハートフォード火災保険最高裁判決

1988年、米国の数州の司法長官及び多数

の私人の原告は、米国と英国の保険会社が

英国において再保険の条件制限に合意した

ことをシャーマン法違反として、訴訟を提

起した。英国の被告は、当該制限が、英国

保険市場において長期にわたり確立された

慣行であり、更に完全に米国外で、非米国

人により行われた行為であり、また当該行

為が行われた場所では合法であるものにつ

いては、シャーマン法は適用されるべきで

はないとの理由により、彼らに対する訴え

は却下されるべきであると申立てた。しか

し、1993年、米最高裁は、外国の法律が外

国人に米国反トラスト法により禁止されて

いるやり方で行為するよう命じていないな

らば、あるいは米国法を遵守することが外

国の法律により発せられる命令に反しない

ならば、米国の裁判所は国際礼譲に基づき

管轄権の行使を自制してはならない、と判

示した。

（3）国際協調に向けた動き

競争法の域外適用によって生じる管轄権の重

複ないし抵触の問題については、国家間で条約

又は国際協定を締結することによって実質的な

解決を図ることが考えられる。しかし、関係国

間の競争法に関して調和が図られていない現状

では、係る条約ないし国際協定の効果にも限界

がある。したがって、競争法の執行面での国際

協力と同時に、競争法そのもののハーモナイゼ

ーションを図ることが問題解決にあたって重要

である。

例えば、2007年にEUにおいて日本企業５社

を含む合計10社に制裁金が課されたガス絶縁

開閉装置（GIS）カルテル事件では、国際的な

競争法の制度上の相違が浮き彫りになった。本

件では、日本企業は、EU市場に参入しないこ

とに合意したとされたが、EU競争法では、違

反行為者の直前の事業年度における総売上高の

10％までの制裁金を課すことができるとされ

ていることから、これら日本企業のEU市場で

の売上がないにもかかわらず高額の制裁金が課

された（注９）。他方、この事例を日本の独占禁止

法に照らして考えた場合、日本の独占禁止法で

は、カルテル等を行った違反企業に対し「当該

カルテルに係る売上」に一定割合を乗じた額を

課徴金として課す制度になっているため、こう

した売上が存在しない場合には、課徴金は課さ

れない。このように、同様の違反行為であって

も規制する国の法制度によって制裁金（課徴金）

額の算定の考え方に大きな相違がある場合に

は、同種の違反行為があっても実際に課される

制裁金の額に大幅な違いが生じることになる。

（注９）ガス絶縁開閉装置（GIS）カルテル事件

2007年１月、欧州委員会は、EUのガス絶

縁開閉装置（GIS）市場で国際カルテルがあ

ったとして、日本企業を含む11社（うち１

社はリニエンシーによる制裁金免除）に対

し、総額約７億5,000万ユーロの制裁金を課

した。この事件で制裁金を課された日本企

業は、違反期間とされる1988年～2004年の

間に、EUにおける当該製品の納入実績がほ

とんどない。しかし欧州委員会は「日本企

業は参入を控えることで市場競争をゆがめ

た」と指摘している。制裁金を課されたす

べての日本企業は、この処分を不服として

欧州司法裁判所に提訴している。

①競争法の執行面での国際協力

競争法の執行面での国際協力については、
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1970年代から多国間又は二国間で、通報・情

報提供等の協力に関する取り決めがなされてき

た。多国間の取り決めとしては、「国際通商に

影響を及ぼす反競争的慣行についての加盟国間

の協力に関するOECD理事会勧告」（1979年、

1986年、1995年改訂）で通報・協議手続制度

の活用が明記された。更に1998年３月には、

ハードコアカルテルについて、競争法の最も悪

質な違反であることを考慮し、当該行為を禁止

する各国の法律の収斂を進めることとあわせ

て、執行における国際協力と礼譲を定めた「ハ

ードコアカルテルに対する効果的な措置に関す

るOECD理事会勧告」が採択された。

また、二国間の協力協定としては、米、EU

を中心にすでに10以上の協定が締結されてい

る。（米・独間（1976年）、米・豪間（1982年、

1999年追加）、米・加間（1984年、1995年改正、

2004年追加）、独・仏間（1984年）、米・EU

間（1991年、1998年追加）、豪・NZ間（1994

年、2007年改正）、米・イスラエル間（1999年）、

EU・加間（1999年）、米・ブラジル間（1999

年）、米・墨間（2000年）、加・豪・NZ（2000

年）、加・墨（2001年））このうち、1998年６

月に米・EU間で締結された協定では、相手国

に競争法執行を要請し、相手国が仮に執行活動

を開始した場合は、要請国が自らの執行活動を

控えあるいは中断する可能性がある旨の積極的

礼譲プロセスが定められた。これらの協定は、

国際的な広がりを有する反競争的行為に対し、

関係国が、競争法の域外適用によって生じ得る

衝突を回避しつつ、協力して対処するための枠

組みを提供している（注９）。

これらの世界的な国際協調の進展を背景に、

我が国でも、まず1999年10月に、米国との間

で「反競争的行為に係る協力に関する協定」が

締結された。この協定の発効により、国際的な

広がりを有する反競争的行為に対する我が国競

争法の執行の強化、日米競争当局間の協力関係

の発展、米国の反トラスト法の域外適用をめぐ

る問題への対処等が実現した。EUとの間では、

2003年８月に、カナダとの間でも、2005年10

月に、日米協定とほぼ同様の協定が発効してい

る。

地域経済連携の枠組みにおいても、競争政策

分野の協力に向けた取組が行われている。具体

的には、2002年11月に「日・シンガポール新

時代経済連携協定」をはじめ、日・メキシコ

（2005年４月）、日・マレーシア（2006年7月）、

日・チリ（2007年９月）、日・タイ（2007年11

月）の経済連携協定がそれぞれ締結されたが、

これらにも競争政策に関する当事国間の協力が

盛り込まれている。その他、署名済みの日・フ

ィリピン、日・インドネシアとの経済連携協定

でも、競争政策に関する両国間の協力が盛り込

まれている。

最近、反競争的行為が刑事罰の対象となる場

合には、自国の刑事手続に使用する証拠を入手

するため、他国に協力を求める共助条約

（MLAT）等の国際捜査共助手続を利用する動

きが進んできている。競争法の協力協定は行政

目的の達成に必要な情報提供が行われるのに対

し、国際捜査共助は刑事事件の証拠の提供が行

われるものである。日米間においても、2003

年８月にMLATが締結されたが、それ以前で

も日本では国際捜査共助法に基づき、米国政府

からの外交ルートの要請により一定の条件の下

での捜査協力を行っている。例えば、上述した

感熱紙カルテル事件でも、米国政府からの捜査

共助依頼によって、国内事業者に対して東京地

方検察庁が捜査を行った（注10）。

（注10）競争当局間の協力の例

米・EU間では、企業合併問題について両

者の協力強化に関する作業グループが設置

され、GE/ハネウェルケースをはじめとし、
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初期段階からの情報交換を通じ、緊密な協

力が進められている。また、合併案件以外

においても、協力協定の枠組みに基づいて

解決されたマイクロソフト社事件が挙げら

れる。これは、マイクロソフト社が採った

ライセンス契約締結の際の市場支配的地位

の濫用行為に対し、米国司法省と欧州委員

会が協力して双方の市場の調査を行い、

1994年 7月に同社と排他的取引慣行の排除

等を内容とする和解協定を締結したケース

である。これは、競争法に違反する多国籍

企業の行為に対し、協力して積極的に取り

組む両当局の姿勢を示すものと評価されて

いる。更に、協力協定の「積極的礼譲」を

踏まえて初めて行われた調査の例としては、

航空券のコンピューター予約システムに関

する差別的な取扱についての調査がある。

これはアメリカンエアラインズの提訴を受

け、司法省が欧州委員会に調査を依頼した

ものであるが、これを受けて、欧州委員会

はエールフランスに対して正式調査を開始

し、それを契機に当事者間（エールフラン

スとアメリカンエアラインズのコンピュー

ター予約システムSABRE間）で改善策の合

意に達し、問題解決に至った事例（2000年）

である。

（注11）感熱紙カルテル事件の捜査共助について

感熱紙カルテル事件（注４参照）につい

ては、裁判段階において日本政府より「日

本企業が米国領域外で行った行為につき米

国国内法による刑事管轄権を行使すること

は国際法上許容されない」と主張したが、

それ以前の段階において米国政府からの共

助要請に応じて、東京地方検察庁が捜査差

押処分を行う等協力を行っている。これは、

米国政府からの共助要請の時点で、要請受

入れの判断を行うにあたっては、国際捜査

共助法にしたがって手続を行うことが定め

られているが、同法上は、外国からの共助

要請を受け入れない要件として、双罰性の

欠如、相互主義の保障の不在等が規定（同

法第２条）されているにとどまり、本件は

この要件に合致しなかったために共助が行

われたと考えられる。この双罰性の判断に

あたっては、抽象的双罰性で足りるとされ

ており、本件の場合、対象たるカルテル行

為が、我が国独占禁止法上も刑法上の処罰

の対象となっているということによって、

抽象的双罰性があると判断されたと解され

る。

②競争法のハーモナイゼーション

競争法のハーモナイゼーションについては、

OECD・WTO等の多国間協議の場を通じて競

争法のコンバージェンスの検討を進めるととも

に、未だ競争政策の確立していない国々に対し、

技術援助を通じ適切な競争法の導入を図ること

も有益であろう。

WTOにおいても、1997年７月より貿易と競

争政策の相互作用に関する作業部会において、

貿易措置が競争に与える影響等について検討が

進められた。第４回閣僚会合（2001年 11月）

では、競争政策に関するルール策定について、

第５回閣僚会合以降交渉を開始できるように準

備作業を開始することが合意され、以後、透明

性や無差別性といった主要原則、ハードコアカ

ルテルに関する条項、任意での協力のためのモ

ダリティ、開発途上国における競争制度の漸進

的強化等に焦点を絞った作業が行われてた。し

かし、第5回閣僚会合（2003年９月）では、

WTOで新たな分野を扱うことに対する開発途

上国の反発などによって交渉開始には至らず、

その後、2004年７月の枠組み合意において、

貿易円滑化、投資、競争、政府調達透明性の４

つの新しい交渉分野のうち、貿易円滑化を除い

た競争を含むその他の３分野については今次ラ

ウンドでは、交渉開始に向けた作業は行わない

こととされた。
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また、2001年には、米・EUを中心として先

進国等10数か国の競争当局により、競争法及

び政策の国際的な協調、協力を目指した国際競

争ネットワーク（International Competition

Network「ICN」）が発足し、2002年９月に第

１回年次総会が開催された。これは公的な機関

ではなくあくまで任意に参加した当局によるボ

ランタリーな組織で、ここでコンセンサスに到

達した場合にもそれを履行するかどうかは各当

局の自主性に委ねられるが、複数の競争法の管

轄が及ぶ事項に対する執行の機会が増大する中

で、手続面及び実体面の問題解決に取り組み、

広く関係者の意見交換の場となることが期待さ

れている。2008年１月現在では、89か国・地

域から100の競争当局が参加し、カルテル作業

部会、合併作業部会などの作業部会を設けて検

討を続けている。

他方、我が国の独占禁止法においても累次の

法改正の中で国際的ハーモナイゼーションに配

慮した改正事項が見られる。具体的には、2005

年の独占禁止法改正において、米国、EU等に

比し低い水準になっているカルテル等に対する

課徴金の算定率を６％から10％（製造業等の

場合）に引き上げるとともに、米国・EU等に

おいてカルテルの摘発に成果を上げている課徴

金減免制度（リニエンシー）を我が国において

も導入するなどの制度改正が行われている。今

後も競争法の国際的ハーモナイゼーションに配

慮した制度改正の進展が期待される。
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資料◆「外国政府が日本企業に対して直接外国製品の購入を要請することについて」
（１９９５年版不公正貿易報告書　付論｣）

III．外国政府が日本企業に対して直接外国製

品の購入を要請することについて

1．はじめに

①本年１月、ウルグアイ・ラウンド交渉の妥結

を受けて世界貿易機関、WTO が発足した。

WTOルールは従来のGATTルールに比べて適用

範囲が拡大されるとともに規律も厳格化してお

り、今後世界経済における競争が激化し、そのこ

とに対する各国の関心が増大する中で、貿易相手

国の通商政策・措置に対する不満・批判も各国で

増大しつつあり、数値目標設定型の通商政策にみ

られるような新たな問題がうまれつつある。

②当小委員会は、従来から「我々すべてが罪人

である（“All are sinners”）」、即ちどの国の通商

政策・措置にも問題はあり、完全無欠な国は存在

しないとの認識に立ち、相手国の通商政策・措置

を一方的な基準に基づいて批判するのではなく、

WTOルールを初めとする合意された国際ルール

に基づいて冷静かつ客観的に解決することが重要

であると訴えてきた。米国政府が過去一時期の日

米包括協議において、日本政府に対して民間企業

の物資調達に係る外国産品の市場シェアをコント

ロールすることを求めた時、当小委員会が数値目

標設定型の貿易政策の問題点を明かにする見解を

発表したのも（注１）、このような認識に立つもの

であった。日本の市場アクセスの改善は、産業構

造審議会基本問題小委員会の提言（注２）にもある

ように、政府規制の緩和や独占禁止法によるカル

テル規制などの競争政策の強化を通じて実現して

いうべきであり、一方的に設定された数値目標の

ようにGATT/WTOルールが前提とする市場経

済の基本原則を放棄するような方法で行うべきで

はないと考えられる。

③幸い、その後の日米包括協議においては、こ

の市場経済の基本原則が守られる形で協議が進行

している。しかし、米国政府は最近同協議とは別

に、日本の自動車メーカーに対して、日本メーカ

ーが過去発表した外国製自動車部品の購入に関す

る自主計画（将来の購入金額の見通し）では不十分

であるとして、自主計画を新たに発表するように日

本メーカーに直接要請する旨表明している（注３）。

（以下、この要請を「本件購入要請」という）

④国際化が進展し、また、日本が富裕になった

今日、外国政府から日本企業に対して外国製品の

自主的な購入がよびかけられても、そのこと自体

は驚くに足りない。日本企業に対する外国政府の

要請が純粋に外国製品の購入を呼びかけるだけの

ものであれば問題は生じないと考えられる。しか

し、仮に外国政府が要請先に企業に対して何らか

の威嚇や圧力の行使を行い、外国製品調達につい

て任意に判断する自由を奪うことになる場合、そ

のような要請は日本企業に対する「事実上の強制」

にあたり、重大な問題が生ずるおそれがある。ま

た、例えば「仮に要請が容れられない場合には、

何らかの報復が行われるかも知れない」と示唆す

ることも調達について任意に判断する自由を奪う

という点で、上記と同じような問題を生ずるおそ

れがあるだろう。

⑤本件購入要請については、日本政府が既に

「日本メーカーに対する不当な差別や強制、干渉

につながるものであれば反対する」との立場を明

かにしている。当小委員会としてもそのような不

当な差別、強制、干渉は起きないことを切望する

とともに関係者の関心を喚起するため、万が一事

実上の強制が行われた場合に生ずると予想される

問題点について行ってきた法的分析の結果をここ

に報告する。

2．WTOルールとの整合性

①貿易障壁や差別待遇の撤廃を通じて世界の貿
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易を拡大していくことは、GATT/WTOの目的と

するところである。しかし、本件購入要件は、次

に述べる点でこのGATT/WTOの目的にそぐわ

ないおそれがある。第一は、仮に本件購入要請が

民間企業に対して具体的な数字（数値目標）によ

って将来の購入数量の約束を要請するものであれ

ば、GATT/WTOが前提とする市場経済の基本原

則に反するおそれが強いことである。そのような

結果主義的なアプローチは当小委員会が昨年発表

した見解の中で指摘したとおり、経済的効率性や

経済厚生を低下させ、「世界の資源の完全な利用

を発展させ」ることを目的としたGATT/WTO

の精神に反するおそれがある。

②第二は、本件要請は結果としてGATT第１

条が定める最恵国待遇（MFN）原則と整合しな

い差別待遇を求めることにつながるおそれがある

ことである。米国政府は米国内の日系トランスプ

ラントについては米国製部品の購入要請が全体と

して米国製品の優遇を求めるものではないかとの

懸念を生んでおり、EUは既に日本政府に対して

最恵国待遇（MFN）原則が無視されるのではな

いかとの懸念を表明している。

③第三は本件購入要請が貿易を拡大する効果を

有するか否かである。この問題点は国際的に著名

な経済学者の中に数値目標設定型の貿易政策の問

題を認めつつも「輸入国における自由な競争が構

造障壁や外国の貿易慣行によって制限されている

場合には、数値目標設定型の貿易政策を採用する

方が何もしないより優っている（次善の策として

評価できる）」との見解に立つ人がいることに関

連している。当小委員会はこのような意見に反対

であり、昨年発表した見解の中でこれに対して反

論している。特に本件において貿易が拡大しない

場合には、「貿易の拡大が実現するなら手段に含

まれる問題も許容できる」といった見解は前提を

欠いてしまう。日本国内の親会社による外国製自

動車部品の購入拡大につながるが、米国内の日系

トランスプラントによる米国製部品の購入拡大は

米国の部品輸入を縮小させる（輸入代替）。特に後

者の購入規模が現時点で前者を大きく上回ってい

ること（注４）を考慮すると後者による輸入縮小効果

が前者による輸入拡大効果を上回り、総体として

の国際貿易量がかえって縮小するおそれがある。

④本件購入要件は、上記のようにGATT/WTO

の基本原則や精神にそぐわないおそれがあるが、

より具体的な形でGATT/WTOルールに違反す

るおそれもある。GATT第３条４項及びTRIM

協定第２条（及び同附属例示表第１項）はモノに

関する内国民待遇、即ち外国産品と国産品の差別

待遇を禁ずる観点から、自国産品の購入を義務づ

けたり誘因を以て誘導する行動（ローカルコンテ

ント要求）を禁じている。仮に米国内の日系トラ

ンスプラントによる米国製部品の優遇が事実上強

制されることになれば、これは典型的なローカル

コンテント要求として上記各条項に違反すること

となると考えられる（注５）。

⑤また、仮に本件購入要請が米国産部品の優遇

を強制するものになれば、米国内の日系トランス

プラントが日本製や第三国製の部品を輸入するこ

とを制限する効果を有すると考えられる。このよ

うな行為はGATT第11条１項違反の輸入数量制

限に当たるおそれもある（注６）。更に、このような

行為は自動車部品の供給元を輸入品から国産品に

代替させることにより、結果として米国部品産業

を保護するセーフガード協定第11条３項は、民

間企業が輸入制限効果を有する措置を講ずるよう

に政府が奨励又は支持してはならない旨定めてい

る。このため、仮に本件購入要請が日系トランス

プラントに対して米国製部品を優遇するよう（そ

の結果として日本又は第三国製部品の輸入は制限

される）、事実上の強制を以て奨励又は支持する

ことは、本項に違反するおそれがある（注７）。
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3．日米友好通商航海条約との整合性

①日米友好通商航海条約は二国間で、GATT/

WTOルール（GATT第３条４項及びTRIM協定

第２条、前述２．④参照）が定めるモノ（輸入外

国製品）に関する内国民待遇に加えて、ヒト（外

国投資企業）に関する内国民待遇も規定している。

②したがって、仮に本件購入要請が日系米国自

動車メーカーに対する事実上の強制となれば、当

該行為は米国系米国自動車メーカーには課されな

い政策を日系米国企業にだけ課す点で同条約第７

条１項が定めるヒトに関する内国民待遇義務に違

反すると考えられる。なお、同条４項はヒトに関す

る最恵国待遇義務も定めている。このため上記の

場合、仮に日系米国企業がかされる制約が第三国

系米国企業にかされないものであれば、これは同

項の最恵国待遇義務にも違反することになる（注８）。

③また、上記のような行為は前述２．⑤のとお

り米国内の日系トランスプラントによる日本製輸

入部品の調達を制限する効果がある。上記行為は

日本製輸入部品と米国産部品を差別する点でモノ

に関する内国民待遇義務違反に当たり、GATT/

WTO上の義務と並んで同条約の第16条１項の義

務に違反すると考えられる（注９）。

4．その他の法的問題点

①今日の国際関係は飛躍的に緊密化している

が、国家間の密接な働きかけも相互の合意に基づ

いて行われるべきであることは当然である。周知

のとおり日本政府は自動車部品問題に関して「政

府は民間企業の調達活動に対して介入や指示をす

べきではない」と繰り返し明確に表明してきた。

米国政府が上記のような要請を行うとすれば、日

本政府が明示的に反対してきた行為が日本国内で

行われることになる。このような行為は少なくと

も国際法上「他の国の国内事項の運営に対する不

当な介入」に当たるおそれが大きい（注10）。

②また、「他の国の同意を得ることなく、その

領域において公権力の行使をしてはならない」こ

とも国際法の基本原則である（注11）。本件購入要

請が更に日本国内における命令的、強制的、権力

的な「職務行為」に当たることとなる場合には、

企業がこれに応ずる応じないにかかわらず上記基

本原則に違反する「公権力の行使」に当たるおそ

れがある。

③本稿では、ここまでWTOルール、日米友好

通商航海条約、国際法上の基本原則のように日米

両国が共有する国際ルールを尺度として分析を行

ってきたが、仮に本件購入要請が事実上の強制を

伴うことにより実効を挙げた場合、国際ルール以

外にも両国独禁法との関係で問題を生ずるおそれ

がある。本件において、仮に本件購入要請の結果、

日本企業又はその米国トランスプラント同士が購

入拡大の規模、購入条件等について相互に合意す

ることになれば、日本、米国、それぞれの独禁法

違反となる可能性がある（注12）。

④また、日本と米国では独禁法違反を理由とす

る民事訴訟（私訴）が認められるか否かについて

差異があるが、懲罰的な賠償請求が認められてい

る米国では、明示的な企業間の合意が存在しない

場合であっても、一定の要件の下で合意があると

認定され、賠償請求が認められている場合がある

との判例が積み重ねられている（注13）。

⑤本件購入要請の結果として、米国の日系トラ

ンスプラントが一致して日本や第三国の輸入部品

を差別することになった場合に米国独禁法がいか

なる評価を下すかはもとより米国の国内問題であ

る。しかし、上記の判例や訴訟を辞さない米国の

文化から見て、仮に日系トランスプラントが日本

や第三国の輸入部品を差別することとなれば、事

業上の不利益を被る日本又は第三国製部品の輸入

事業者から独禁法違反を理由とする懲罰的な賠償

請求訴訟が提起される可能性は否定できない。こ

のような訴訟が提起される可能性は過去米国政府

自身も認めている。1980年代始めに行われた対
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米自動車輸出自主規制交渉以降、米国政府はこの

ような問題を惹起することを避けるため「政府は

直接外国民間企業と接触すべきではない」との見

解に立っていた（注14）。

⑥本件購入要請のように政府が民間企業の調達

に強制的に介入することは、先に述べたように政

府がWTOルール等の国際ルールに違反する事態

を招くばかりでなく、介入を受ける民間企業にも

上記独禁法上の法的リスクなど不当な負担をもた

らすため、極めて不適切である。

注１．平成６年１月19日　産業構造審議会ウルグア

イ・ラウンド部会不公正貿易政策・措置調査小委

員会報告「数値目標設定型の貿易政策についての

見解」（1994年版不公正貿易報告書収録）

注２．平成６年６月16日　産業構造審議会基本問題

小委員会報告

注３．日本の自動車メーカーは1992年に米国製自動

車部品の将来の購入数量の見通しに関する自主的

計画を発表した。また、メーカーのうち何社かは

1994年３月、新たに自社の計画を自主的に発表

したが、米国政府はこれを不十分であるとしてい

る。米国政府が日本の自動車メーカーに対して要

請する旨表明しているのは以下の２点である。

①日本国内での自動車生産にあたって調達する外

国製自動車部品の輸入金額の見通しを新たに発

表すること。

②米国製造子会社（日系トランスプラント）によ

る米国内での自動車生産にあたって調達する米

国産部品の購入金額の見通しを新たに発表する

こと。

なお、②に関しては、日系トランスプラント

に対して直接要請が行われなくても、親会社で

ある日本の自動車メーカーに対して要請が行わ

れれば、実態的にも、法的にも日系トランスプ

ラントに対する要請が行われたと見ることがで

きる。

注４．日本自動車工業会の集計によると、1993年度

に米国内の日系トランスプラントが調達した米国

製自動車部品の購入額は約129億ドルであり、同

時期の日本国内親会社による米国製自動車部品の

購入額（約26億ドル）に比べて、4倍以上の大き

さとなっている。

注５．ここでいうTRIM（貿易関連投資措置）とは、

企業に国内原産の産品の購入又は国内供給源から

の産品の購入を要求することを指し、要求が特定

の産品、産品の数量若しくは価額…のいずれを定

めているかを問わず、GATT第 III条４に規定す

る内国民待遇に違反するとされている。TRIM協

定附属書例示表第１項は、TRIMには義務づけら

れるものだけではなく、企業が「『利益』を得る

ために従うことが必要な」ものを含むと規定して

いるが、ここでいう「利益」（advantage）には、

報復を回避する（不利益を逃れる）ことも含まれ

ると解されている。

また、本件の場合、ローカルコンテント要求と

当該要求に応じない場合に想定される報復は事実

上結びつけられているに過ぎず、要求に応じない

場合の報復が法令上制度化されている訳ではない

が、このような事実上の結びつきに過ぎない場合

であってもGATT第 III条４項の内国民待遇に違

反すると解されている。

以上の解釈に関するGATTパネルとしては、

①域内の日系複写機組立工場に対して部品の調達

方法の変更（日本製輸入部品使用比率の引き下げ）

を申し出るよう促し、これに応ずれば、不利益措

置（当該日本製部品に対するアンチ・ダンピング

迂回防止調査手続）を停止してもよいとしたEU

の措置はGATT第 III条４項違反に当たるとした

EEC部品パネル（BISD 37S/132 1990）及び②外

国投資企業と投資受入れ国であるカナダ政府の間

で締結される“private contractual arrangement”

によって個別に取り決められるだけのローカルコ

ンテントでもGATT第 III条４項違反に当たると

したカナダFIRA法パネル（BISD 30S/140 1984）
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がある。

注６．GATT第 XI条 1項は“No … restrictions

other than duties, taxes … whether made

effective through quotas, … or other measures,

shall be instituted or maintained by any

contracting party on the importation of any

product … ”とし規定している。ここで言う

“other measures”の範囲は広範であり、quota

や import licenseのように義務づけられた措置で

ない、事実上の措置も含むと解されている。

この解釈に関連するGATTパネルとしては、

日本半導体パネル（BISD 35S/116 1988）がある。

本パネルは制度的に義務づけられていない事実上

の輸出制限措置であっても、①企業が当該措置に

従うための十分なインセンティブ（又は従わない

場合の十分なディスインセンティブ）があると信

ずるに足りる合理的な根拠があり、かつ、②輸出

を制限する措置の実効性が実質的に政府の行動又

は介入によって支えられていると認められる場合

には、GATT第XI条１項違反の輸出数量制限に

当たるとした。本パネルは輸出制限制度を取り扱

ったものであるが、同じ判旨は輸入制限のケース

にも適用可能と考えられる。

注７．仮に本措置が米国内の自動車部品産業を保護す

るためのセーフガード措置であるとすれば、国内

産業保護のための輸入制限はGATT第 XIX条及

びセーフガード協定関連条項に整合的に行われる

必要があるが、米国政府は整合性を裏付けるよう

な説明をしていない。

また、セーフガード協定第11条３項は、同条

１条が政府による輸出自主規制、市場秩序維持取

極（Orderly Marketing Arrangement）等の

「灰色措置」を禁じているのに呼応して、

“Members shall not encourage or support the

adoption or maintenance by public and private

enterprises of non-governmental measures

equivalent to those referred to in paragraph 1”

と規定している。

注８．同条約第７条１項によれば、米国は日本人又は

日本企業が支配する米国企業（本件の場合は日系

トランスプラント）の『事業の遂行に関連するす

べての事項に関して』米国の人又は企業が支配す

る米国企業よりも不利でない待遇（ヒトに関する

内国民待遇）を与える義務を負っている。また、

同条4項によれば、米国は日本人又は日本企業が

支配する米国企業に対して『本条（上記第７条１

項を含む第７条）に規定する事項については、い

かなる場合にも、最恵国待遇を与える』義務を負

っている。

注９．同条約第16条１項によれば、米国は日本から

の輸入製品（本件の場合は日本製自動車部品）の

米国内における『販売、使用…に影響があるすべ

ての事項に関して』内国民待遇を与える義務を負

っている。

注10．本文分野の最も代表的な学術書であるOppen

heim’s International Law（Robert Jennings及び

Arthur Watts著9th ed. 1992 p.386）は、国連総会

による1965年決議（GA Res.2131（XX）/Rev.2/

1966）及び1970年決議（いわゆる「友好関係原則

宣言」GA Res.2625（XXV）/1970）を引用しつつ、

“No State has the right to intervene, directly or

indirectly, for any reason what ever, in the

internal or external affairs of any other State

…”また、“no State may use or encourage the

use of economic, political or any other type of

measures to coerce another State in order to …

obtain advantage from it…”と述べている。

注11．上記の点に関する最も著名な先例である常設

国際司法裁判所「Lotus号事件」判決（1927年）は、

“the first and foremost restriction imposed by

international law upon a State is that, failing the

existence of a permissible rule to the contrary,

it may not exercise its power in any form in the

territory of another State…”と述べている。ま
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た、前掲Oppenheim’s International Lawは、“a

State is not allowed … to exercise an act of

administration or jurisdiction on foreign

territory, without permission.”と述べている。

注12．仮に日本の自動車メーカーが外国製部品の調

達（輸入）金額を上積みするよう合意する場合、

当該行為は合意の態様や競争制限の度合いによっ

ては、我が国独禁法違反となる可能性がある。米

国内の日系トランスプラントが米国内で米国製部

品の調達金額の上積みを合意することも米国独禁

法上問題があると思われる。

注13．映画の配給元が映画館の興行主と個別に入場

料の最低価格を合意したが、各興行は競合する映

画館も同じ取り決めを結ぶことを知っていた事例

（Interstate Circuit v. United States, U.S.

Supreme Court（1939））、自動車メーカーが系列

ディーラーと個別に安売り販売店との取引をしな

いように交渉したが、各ディーラーは他のディー

ラーも同様の要請を受けていたことを知っていた

事例（United States v. General Motors, Corp.

U.S. Supreme Court（1966））、病院が看護婦に対

してその意向に従わざるを得ないような「雰囲気」

（“political climate”）を創り出し、自己の系列の

サービス業者を優先的に使うよう仕向けた事例

（Key Enterprises of Delaware, Inc. v. Venice

Hospital, U.S. 11th Circuit Court（1940））、また、

問題となった独禁法違反行為に政府当局者が関与

していても、そのことは事業者の独禁法違反の責

任を免ずる理由とならないとした事例（United

States v. Socony Vacuum, U.S. Supreme Court

（1940））等。

注14．1981年に日米間で日本の対米自動車輸出の自

主規制が交渉された際、当時のブロックUSTR

代表からの照会に対して、司法長官は警告を送っ

ている。この回答は、米国政府が日本の自動車メ

ーカーと直接接触、交渉することは独禁法訴訟を

惹起するおそれがあることから、「我々は、輸入

規制のためのいかなる交渉も政府間交渉の範囲内

で行うべきであり、（米国政府と）外国の民間企

業との直接接触・交渉は、個別企業との間である

とグループとの間であるとを問わず、避けるべき

であると信ずる」旨述べている。この回答は上記

のような判例に基づいた判断であると考えられて

いる。

なお、輸出自主規制（VER）は前述のとおり、

現在はWTOのセーフガード協定第11条１項に

よって明示的に禁止されている。


